Ziele der wirtschaftspolitik (1) by 小原 久治
経済政策の手段（1)
小原久治
小論では，一般経済政策論のもう一つの中核を成す経済政策の手段について
体系的に論究することが目的である。
経済政策の担い手は特定の経済政策の目的を設定し，その実現のために経済
政策の構成要素である経済政策の手段（以下 政策手段と略記する。）をどの
ように選択するのであろうか。その際，政策手段を投入する出発点は何であろ
うか。政策手段の投入に先立つて，政策手段の分類基準を設定し，それに基づ
いて政策手段を分類し 階序することによって 政策手段を体系化することこ
そ肝要である。このことは可能であろうか。さらに，政策手段投入の効果はど
のようなことに現われているのであろうか。政策手段の問題点はどこにあるの
であろうか口
これらの問題意識を明白にしようとして論究した小論は 一方で接近方法な
いし分析方法でみても，一つの「経済政策手段論」を展開したものであり，他
方で一つの斬新で妥当性のある独自の方法論的思考を提示したものである。
この試みに当たって，まず第1節では，なぜ手段は経済政策の構成要素とな
るのか，その政策手段分析の課題は何かを考える。第2節では，政策手段投入
の出発点はどこにあるのかを考える。これらの節は政策手段分析の考察に必要
な導入部分である。次の二つの節は本章の核心部分である。第3節では，政策
手段の分類上の諸問題を把握し，それを踏まえて政策手段の分類基準を設けて，
政策手段を分類する。また，主な文献において’慣用的に使われている政策手段
の分類を吟味し，検討する。その後で，政策手段を政策目的との関連において
階序する。このような政策手段の分類と階序を通じて政策手段の体系化を試み
る。第4節では，政策手段投入の効果を明らかにし，併せてその効果を分析す
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る場合の課題を指摘する。第5節では，政策手段分析の問題点を摘出する。
第 1；節経済政策の構成要素である手段
一般に経済政策目的論では，「経済政策は何を望めるのかJという問題が重
要であった。この問題に関連して論理的に言えば，小論では「経済政策は何を
なせるのか」を問題視する必要がある。この問題を考えることが「経済政策手
段論」の根本的課題である。
政策手段を投入する場合が多いのは，存在（状態）と当為（目的）に差異が
あれば，あるいはそのような差異が起きることを予知できれば，当為に対応し
た存在を変更させるためである。具体的な問題でみれば様々な可能性がある。
その限りでは，「政策手段は政策目的を実現させるための手法」I) としても把
握できるD とりわけドイツ語文献では 「政策手段」（Instrument）の類似語
には，「手段変数J(Instrumentvariable），「行動パラメータ－」（ Aktions-
parameter ），「施策」（Ma0nahme），「分析用具」（Werkzeug）がある。これ
らの語義は大抵の場合同義語として使われている。一般的意味では，慣例的に
「政策手段」が使われ，手段を投入する適用面では「施策Jが使われている。
例えば，関税率は手段であり，施策の政策手段の変種である。また，計画，決
定，遂行，統制という経済政策決定過程の機能的経過における政策手段の投入
は行政領域から生じたり，望ましくない副次作用，それに該当するものの抵抗，
その他の社会経済的事実から生じるものに起因する制約に注意すべきである。
次に，手段が経済政策の構成要素となるためには，政策手段の分析が必要で
ある。ここでは，その分析の課題を諸節に先立って指摘する。
政策手段の分析上の課題は経済政策の役割に関するものであり，①政策手段
の分類，②単純な仮定に基づく政策手段の作用分析，③具体的な条件に基づく
政策手段の作用の判断，④政策手段計画の少なくとも四つの課題である。 2)
① 政策手段の分類については，多数の政策手段を特定の基準に従って分類
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し，階序づけ，叙述することが重要である。文献上の展開，制度的形成及び国
際的比較などが重要な分類方法となる。
② 単純な仮定に基づく政策手段の作用分析については，行動パラメーター
（つまり，政策手段）の機能条件を用いている。
③ 具体的な条件に基づく政策手段の作用の判断については，経済政策の担
い手や経済政策決定者が政策手段のどのような作用を考慮すべきかを知る必要
がある。そのためには 単純な仮定で導いた施策は現状を次第に変更させるで
あろう。施策の変更は本源的な成果をかなり修正することになる。政策手段の
選択と投入は難しいので補完的な施策は必要で、ある。
④ 政策手段計画については，間接的に経済政策の実際の歴史的展開に依存
する。大抵の政策手段は実践的なものであるから，政策手段の実践的適用に困
難があれば，改善が必要で、ある。正当な法的枠組み条件は経済政策の決定要因
にもなる。例えば混合経済体制では経済構造政策や経済経過政策については
経済誘導を行う経済政策決定者の法的管理を重視すべきである。どの政策手段
を投入すべきかという計画段階には，固有の政策手段を求める過程は何かとい
う意味の決定準備が含まれている。そのため 現在投入する政策手段，あるい
は適用する政策手段を改善し，新しい政策手段を案出していくべきである。
これらの課題は，次節から第5節において，できるだけ闇明化することに努め
ている。
第2節経済政策の手段投入の出発点
政策手段を投入するのは経済政策の担い手である。政策手段の投入に当たっ
て何が必要となるのであろっか。その投入の出発点は何であろうか。
経済政策の担い手が特定の経済状況において特定の政策目的あるいは政策目
的群（「政策目的の束J）を実現させるために投入する政策手段を必然的に決定
する場合には，経済政策の担い手はその時々の経済状況にできるだけ広範にあ
らかじめ与えられた政策目的，計画 状況をいかにして近づけていくかを決定
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する必要がある。そのような決定過程において，いつ，誰が，どのような方法
で，しかもどのような特定の手段（これは種類，尺度，場所，方向及び作用度
に関連する。）で，確定した政策目的あるいは「政策目的の束」を最良に実現
できるのであろうか。
その際，まず第 1に，特定の政策目的あるいは「政策目的の束」を最良に実
現できる可能性を説明し，特定の政策目的あるいは「政策目的の束」の作用
（別稿の第4節，第5節参照）を予測する場合には，その予想すべき政策目的
の差異を決めるべきである。3）経済政策決定過程に関して言えば，本来の経済
政策決定過程では，経済政策の担い手が投入すべき政策手段ないし政策手段の
組合せはある特定の効率基準を選ぴ最終的に妥当する行動計画を策定したも
のであるD
次に，政策手段の場合，経済政策の担い手の「手段」あるいは「行動パラメー
タ－Jとなる政策手段の場合，政策手段の投入は個別経済主体の行動の主観的
決定要因，その決定要因に基づいて設定した政策目的の形成と経済秩序の形成
の活動様式ないし行動様式，自然的物的所与性を伴う環境の客観的関係に向け
られている。この政策手段投入の出発点は二つある。4)
一つの出発点は，個別経済主体がそれぞれの経済的立場の実情と予想に基づ
いて決定する経済計画である。この実情は個別経済主体に対して計画担当者と
いう機能で与えたもの，例えば主観的な情報の状況やその価値観に基づいた
予想，多様な客観的な市場与件などである。そのような個別経済主体の経済計
画が政策手段の投入によって特定の政策目的あるいは「政策目的の束」に関連
した影響を与えるわけで、ある。5）この意味で 一人のあるいは多数の経済政策
の担い手の領域に存在する政策手段パラメーターは個別経済主体の予想や与件
の中にあると言える 06) 
もう一つの出発点は，政策手段の投入がその他の計画担当者という機能にお
いて政策目的の形成と経済秩序の形成に向けられていることである。
この場合，ピュッツ（T.Putz），オー ム（H.Ohm) メー ラァ（F.Mehler) 
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などによれば，経済政策の干渉がなされている。それは個別経済の計画要素及
び計画目的でも経済循環における計画与件でもなされている。
ピュッツによれば，個別経済の計画要素を変更する場合，直接的誘導の強さ
ないし間接的干渉の強さが問題となる。これに対して，個別経済の計画与件を
変更する場合，間接的誘導の強さないし間接的干渉の強さが問題である。7）た
だし，間接的な経済経過政策の枠内では個別経済計画の自由は除外されていな
し30 
この点について，オームもミクロ経済領域における誘導政策の接近方法を計
画与件の変更，計画要素の影響及び計画目的の影響の三つに区別している 0 8) 
メーラァによれば市場与件を規定する場合 市場現象の自然的枠条件や制
度的枠条件へ及ぼす作用が問題となるのに対して，市場要素を規定する場合に
は個別経済の市場で間接的に作用する経済活動の影響が問題となる。 9)
個別経済のうち家計部門の経済活動は間接的に市場に作用し，金業部門の経
済活動は直接的に市場に作用するものである。政策手段の投入はこれらの部門
や政府部門に直接的間接的に影響を与えている。
最後に，経済政策は経済経過の経済諸量で直接設定できるものである。経済
経過への干渉は，直接的にはある特定の計画与件ないし市場与件の変更を目的
としており，間接的には3部門の経済主体の経済活動に影響を与えている。そ
の政策目的が及ぼす影響は計画担当者の反応を通じて実現し，手段パラメーター
の変更によっても解決できるものである。
このような経済主体の行動様式に与える影響を検討するためには，経済政策
の担い手は特定の政策手段あるいは「政策手段の束J（政策手段群）を自由に
駆使していく必要がある。
政府部門（国家）の経済政策活動は市場経済的，財政・金融的，管理政策的
及び情報政策的な活動領域の枠内で多数の異なった政策手段を組み合わせて投
入することによって，直接的間接的に経済政策の担い手，特に計画担当者のそ
のような活動領域の計画分野に影響を与えることである。
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そのような影響は政策手段投入の方法と強度によって異なる。政策手段投入
の方法と強度は大抵の場合市場経済誘導体系，あるいは中央管理経済誘導体系
のように市場政策の体系によって決まることである。例えば，ピュッツは経済
体系ないし経済政策の主要な体系を区別する基準を明示して，「自由市場経済」
(Freie Marktwirtschaft），「誘導市場経済」（Gelenkte Marktwirtschaft) , 
「中央計画経済J(Zentrale Planungswirtschaft）の三つに区別している 10）が，
経済体系が異なれば，同じ政策手段であっても投入方法や強度は異なってくるO
以上のことが政策手段投入の際に考慮すべき前提条件つまり出発点になると
考える。
第3節 経済政策の手段の分類とその体系化
前節のように，政策手段の投入それ自体には複雑な問題が内在していること
がわかる。この節では まず第 lに，政策手段の分類の出発点を指摘する。第
2に，政策手段投入の特定の技術に関することだけでなく，政策手段の分類基
準を示し，それに基づいて政策手段を大まかに分類することが何よりもまず肝
要なことである。第3に，主な文献における政策手段の慣用的分類を吟味し，
検討することも重要なことである。第4に，政策手段の階序を考える。このよ
うな内容で，政策手段投入の効果を検討するための準備としても，政策手段の
分類とその体系化を要領良く展望する必要がある。
1 政策手段の分類の出発点
様々な論者が政策手段をある特定の視点から分類しようとする立論を企てて
いる。政策手段の分類は経済政策の担い手が経済政策活動をするときの選択行
動を決めるのに役立つものである。その決定要因は何であろうか。言い換えれ
ば，政策手段の分類の出発点となることは何であろうか。次の根本的要因を挙
げることカfできる。 11)
① 政策目的の設定とそれに基づく経済政策の担い手の価値体系。
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②経済体系。
③ その時々の選択行動に関わる経済経過の領域の状況。
④③の状況の予見的展開。
⑤ 経済政策の担い手が利用できる政策手段の作用を予知する場合の情報。
これらの根本的要因を考慮し，次の経済政策の手段の分類において， (i）形
式的分類ないし一般的分類と（i）その実質的分類ないし特殊的分類の視点に大
別した政策手段の分類を試みている。
2 経済政策の手段の分類
経済政策の担い手は経済政策の手段（政策手段）を多数の経済主体の多元的
で部分的な政策目的の設定から，多数の政策目的を束ねて政策目的の実現に必
要な単一の政策目的へ調整するために用いている。この場合の政策手段の分類
はかなり難しい。経済政策の担い手はある特定の見解を持つこと，それに伴い
相異なる状況，あるいは多くの同等の下位に階序した政策目的を持ち，同方向
にあるいは逆方向などに作用させるからである。
これまでにも政策手段を分類しようとして，多様な分類基準が適用され，適
用の可能性が案出されている。政策手段の分類の多くの可能性をまとめるに当
たって，純粋に経済的動機に基づく他の意味のある分類基準を見分けにくくな
らないように，ひいては一般的な分類視点から個々の政策手段の特徴を見落と
さず，無視しないように留意する必要がある。
政策手段を分類し，体系化する方法論には様々な方法論がある。ここではそ
の一つの方法論として， (1）形式的分類ないし一般的分類，（2）実践的分類な
いし特殊的分類という視点から諸説を吟味し，検討する考察方法を採っている。
(1) 政策手段の形式的分類ないし一般的分類
政策手段の形式的分類ないし一般的分類とは，ある特定の基準に従って政策
手段を分類することであり，政策手段の特定の特性に基づいている口政策手段
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を分類し，包括的に体系化するための最良の出発点は分類基準を形成すること
である。様々な分類基準に基づく論理的な分類基準が考えられているので，以
下では， 1）政策手段の分類基準とそれを提示した論者の見解を吟味し，検討す
ることによって，次の13の政策手段に分類した分類①～⑬を提示する。その後
で， 2）主な政策手段を詳説する。
1) 政策手段の分類基準とその分類
① 政策手段の機能的分類
この政策手段の分類は，伝統的な分類であり，キュング（E.Kung），ハイ
ンリッヒ（W.Heinrich），レプケ（W.Ropke），イエール（W.A. J凸hr), 
ジンガァ（H.W. Singer），ピュッツ， トゥーフトフェルト（E.Tuchtfeldt), 
クリユーガァ（R.Kruger）などが提示した「政策手段の機能的分類」（funktio-
nelle Gliederung des Instrumentariums）に基づくものである。この分類基準
を設けたのは，あらゆる政策手段は政策目的の解決すべき部分的課題を階序す
るものであるため，経済政策の枠組みの中でその機能的分類をする可能性があ
るからである。この分類基準による分類は農業政策，商業政策，工業政策，交
通政策などの各手段である。この分類の図式となるのは独立した経済諸関係を
把握できないからである。また その図式は狭く限定された個々の経済部門に
関連した社会政策の領域では相互関係を一般に無視しているからである。この
点について，本節 1で吟味し，検討したように， トゥーフトフェルトは政策手
段の分類とその体系化の難しさを教示し，併せて極めて有用な論文12）で政策手
段の体系的分類を提示している。
また，上記の論者のうち，ハインリッヒは「経済の貢献領域」に関する次の
政策を挙げている。すなわち，組織的貢－献の領域における政策，経済的発明の
政策と経済教育の政策，信用政策，商業政策，商品の商況政策と保管政策，交
通政策，損害防止政策，保険政策及び生産政策を挙げ これらの政策にはそれ
ぞれの手段がある。山
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国民経済の諸部門は特定の機能として作用する領域であると捉えることがで
きるので，そのような機能的分類と部門別分類を組み合わせることができる。
この組合せをハインリッヒは「政策手段の束」（Mittelbundel) （例。財政政
策と金融政策を組み合わせたポリシ－・ミックス）と名づけ，クリユーガァは
「細分した政策手段」（detaillierte Instrumente) （例。公定歩合，特定の税率
など）と名づけている。凶
クリューガァは「政策手段は探究すべき機能に体系化すべきものではなくて，
確定済みの機能に関する特定の視点のもとで所属する政策手段の階序が成り立
てば，機能的分類は意味深いことであると思われる」聞と述べている。
特定の機能は政策手段に影響を及ぼすので，特定の機能の集合概念あるいは
大概念（定言的3段論法において結論の賓辞となる概念。賓辞とは命題の主辞
についてその意味を叙述する概念である。主辞とは命題において判断の主体と
なる概念であり，主語や主部に該当する。例えば，「犬は動物である」の犬は
主辞，動物は賓辞である。）は，例えば，次の「政策目的の束」で表わされて
いる。（i）反応干渉，保存干渉（レプケ，イエールとジンガァ，トゥーフトフェ
ルト） 0 lB} (i）教育干渉，緊急干渉，価値貯蔵（ギュングとジンガァ）。17) (ii ） 
反応干渉，保存干渉構成干j歩（レプケ イエ一ルとジンガア） 0凶8）この「構
成干渉」はイエ一ルがレプケの本源的区分カ、ら示唆を得た手段で、ある 019
この3区分をトウ一フトフエルトは「目的の方向」，すなわち，「経済過程の
方向と成果に作用する手段」（Ma.Gnahmen,die auf Richtung und Ergebnisdes 
w irtschaf tsprozesses a uswir ken) zo｝と名づけている。このことはまた「動機
に基づく手段」（Maβnahmennach der Motivation）であると言い表わさてい
る。
② 政策手段の投入箇所による分類
この政策手段の分類は，オイケン（W.Eucken），ピユツツ，トゥーフトフェ
ルト，クリューガァ，クローテン（N.Kloten）などが提示した分類基準，す
なわち，「経済経過ないし経済循環における政策手段の投入箇所」（Ansatzpun-
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kt der Ma.Bnahmen im Ablauf des Wirtschaftsprozesses bzw. im wirtschaf-
tlichen Kreisla uf）に基づくものである。この分類内容については次の（i）～
(vi）にまとめて説明する。
(i）経済秩序政策手段と経済経過政策手段
この分類には，まず最初に，経済秩序政策手段と経済経過政策手段がある。
この区分は政策手段の大さずっぱな分類をするのに優れている。オイケンはあら
ゆる政策手段を大ざっぱに①秩序政策手段（Instrumente der Ordnungspolitik 
），すなわち，経済諸事象に対して法的に規定した長期の枠組み条件の構成
を行う政策の手段と②経過政策手段（Instrumente der Ablaufspolitik），す
なわち，経済経過への干渉を意味する手段に区分している 021)
オイケンによれば，秩序政策手段は構成原則を実現させ，経過政策手段は規
制原則を実現させるものである。秩序政策手段は経済経過のための秩序の枠組
みを創り，あるいは変更するものであるが，経過政策手段は経済過程を策定し，
意図した方向へ望んだ、強さで経済過程を誘導するものである。 21)
経済秩序政策は経済秩序全体や国民経済の枠組みの変更あるいはその一部の
領域の変更を目指すものである。経済経過政策も経済経過全体あるいはその一
部の領域の変更を目指すものである。23)
今のところ経済秩序政策と経済経過政策の区分はまだ不明確である。このこ
とは，形式的にみれば，経済秩序政策は与件の変化として経済経過にも影響を
及ぼすが，逆に経済経過を変化させる与件の設定は秩序政策的効果を持たせる
からである。24）このことはピユツツ クローテン ヘンゼル（K.P. Hensel) 
クリユーガァ， トゥーフトフェルトも記述し，指摘している。
ピュッツによれば，秩序政策手段は「経済行動の強制的に結びついた『活動
規則』を表わす法的枠組みを示す規範」削である。ピユツツは経済秩序政策手
段と経済経過政策手段の区分は法制政策的手段と誘導政策的手段の区分と符合
すると記述している 026）経済経過それ自体の誘導国民経済秩序の構成条件であ
ると表現している 027）ヘンゼルによれば 「実現した秩序形態はまさに経済行
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動の条件状態を意味するので，経済秩序政策は常に経済経過の直接的影響と誘
導を意味するJ制ものである。経済経過政策手段は，クローテンによれば，
「一段と深い視点では枠組み構成と同様に与件を変化させるように作用できる」29)
ものである口
さらに，政策手段を判断する場合の基準ないし補助基準はあるのであろうか。
クリユーガァがあるとみなしたその補助基準は「与件変化の頻度」（dieHau-figkeit 
der Datenveranderungen）である。30）短期的に連続した変化は経済経過政策
的なものとみなされ，長期的に存在する与件は秩序政策的なものとみなされて
いる。多くの経済経過政策は経済秩序政策の変化を意味するので，特定の点の
異なった経済秩序政策や細かな経済秩序政策は経過政策の操作で表わされてい
る場合が多い。
政策手段の中には中間的な性格の手段もあるが，これは多くの経済秩序政策
あるいは多くの経済経過政策を表わす政策手段であろうか。それは疑問である。
政策手段のもう一つの補助基準として，直接認識できる見解，間接証拠から導
かれる見解，経済政策の担い手の予告見解あるいは推測だけの見解から導かれ
る基準がある。これらの基準によれば単一の政策手段は経済秩序政策的にも
経済経過政策的にも何かの動機で設定されるものであり，短期的な経済経過に
関連した欲求に対応するが永遠に秩序づける与件として持続する性格のもの
であると言うのである 031) 
しかし，この視点は経済秩序政策と経済経過政策の区分を考慮していない。
クリユーガァは「政策手段を階序する根本的立場として経済政策の担い手の視
点、に立っている」ので，結局のところあらゆる政策手段の分類は経済秩序的な
ものとみなしている。この点には政策手段の分類が不十分になるという危険が
ある。経済経過政策についても同じことが言える。政策手段はどの時点で，ど
の状態、で，適用されるのか，また一時的必要性だけを除去するのか否か。この
タイミングの問題がある口
(i) 他の論者の政策手段の分類
前記の第2の分類基準「政策手段の投入箇所」による政策手段の分類には，
他の論者の分類ないし区分がある。
トゥーフトフェルトは長期的構造政策，短期的経過政策，長期的過程政策の
みならず，枠組み秩序と内容秩序，秩序構成と過程構成に加えて，秩序政策，
基礎政策及び過程政策の各手段に言及している。 この点について，ゼラフイー
ムは経済秩序の構成と保証，経済基礎の保証及び、経済経過への影響を経済政策
の「課題領域」（Auf gabenbereiche）と名づけている 033) 
キュングは構造政策手段と循環政策手段に区分している。34)
シュナイダァは構造政策手段（経済基礎や組織的枠組みへの影響）と経過政
策手段に区分している。制
イエールは，「作用様式」（Einwirkungsart）も分類基準として，構造政策
手段と経過政策手段に区分している 036) 
シラァは循環政策手段と成長政策手段を伴う構造政策手段を 2区分した経過
政策手段と対比している 037) 
デルゲは「物的視点」（Sachgesichtspunkt）から基礎的秩序政策手段，長期
的秩序政策手段，循環政策手段（すなわち，経済過程の期限付き策定）及び個
別経済部門や人口集団が長期的に直面する構造政策手段に区分している 038) 
(ii) 予防的手段と治療的手段ないし抑止的手段など
「経済過程の時間的経過における政策手段の投入箇所」に基づく分類として，
次の論者が提示した政策手段の分類ないし区分がある。
クリューガアは予防的手段（vorbeugende Instrumente）と抑止的手段（nach-
tragliche Instrumente）に区分し，他方では積極的（攻撃的，先導的）手段
(aktive [aggressive, initiative] Ma.Bnahmen）と反応的（防御的）手段（reak-
ti ve [defensive] Ma.Bnahmen）に区分している。鈎）
ホッフマン（W.G. Hoffmann）は予防的手段（praventiveMittel）と治療
的手段（therapeutische Mittel)に区分している。制
キュングは予防的手段（prophy laktische Ma.Bnahmen ）と治療的手段
th era peu tische Ma0nahmen）に区分している。 41)
ギールシュは自由放任手段（Laissez-faireInstrumen te）と根本治療的手段
(Ursachentherapie Instrumente）及び中立化政策手段（ Neu tralisierungspoli tik 
）に区分している 042) 
(iv) 枠組み政策手段と内容政策手段
前記の第2の分類基準に関連した政策手段の分類として，オイケンの分類が
ある。オイケンは「政策手段の形態と内容のほか，枠組み秩序，内容秩序，あ
るいは秩序構成と経過構成」を分類基準として，場合によっては枠組み政策手
段 (Instrumenteder Rahmenpolitik）と内容政策手段（Instrumenteder Inha-
1 tspoli tik）を区分している。必）
(v) 経済法制政策手段と誘導政策手段
さらに，オイケンやその他の論者の政策手段の分類として，経済法制政策手
段と誘導政策手段のような「競合関係Jを分類基準とした分類がある 044）この
区分は政策手段の投入が本源的に設定される物的領域を政策手段の分類基準と
して用いる点で共通している口
(vi) 量的政策手段と質的政策手段
経済秩序政策手段と経済経過政策手段の区分は， ドイツ語圏以外の国々では，
量的政策手段（instrumentsof quantitative policy）と質的政策手段 (instru-
men ts of qualitative policy）の区分で知られている。この区分は政策手段の
分類である。これは，テインベルヘン（J. Tin bergen）が提示した分類基準の
量的尺度と質的尺度に基づくものものである。刷本章第5節3において既述し
たように，質的政策手段あるいは構造政策手段は経済メカニズムがどのように
機能するかという影響を与えるものである。これに対して，量的政策手段は経
済秩序の枠組みの中で特定の変数を設定するものである。“）
このような 2区分の本質的差異は 質的政策手段については量的政策手段に
欠けている限量化の可能性がみられる刊のに対して，量的政策手段は政策手段
適用の場合の明確度が小さい制という点にみられる。その場合，どのような明
確度の場合に限量化できるのか。どのような質的政策手段であるのか。これら
のことが問題である。
量的政策手段と質的政策手段の明確な区別はつけにくい点もある。定量化の
可能性があり，多くの法制も量的に決められること（例。市場参入の規制）が
あるからである。他方では，政策手段を量的に分類するためには，法制は質的
政策手段の必ずしも十分な尺度ではないからである。「道徳的説得」49）があり，
政策手段はすべて何らかの法制を持つからである。
このような 2区分に関連する区分にハルトーク（F.Hartog）の区分がある。
ハルトークは政策手段を様々な政策概念に関する形式的政策手段，経済諸量の
関係に関する構造政策手段及び、量的政策手段に区分している 050 
③ 経済政策の担い手に基づく政策手段の分類
この政策手段の分類は，クリユーガァが提示した分類基準，すなわち，「経
済政策の担い手」（Tragerder W irtschaf tspoli tik）に基づくものである。ク
リユーガァは「経済政策の担い手の責任範囲」（Verantwortlichkeit der wi-
rtschaf tspoli tischen Tragerschaf t）に基づく区分を行い，政策手段は個々の
制度を分類するものであるから，制度的分類（institutionelleGliederung）と
名づける。51）この最初の区分からクリユーガァは経済政策の高次の担い手の手
段（Instrumente der Hoheitstrager）と経済政策の非高次の担い手の手段
(Instrumente der Nicht-Hoheitstrager）に 2分し，これらの手段をさらに国
家のあるいは国際的な組織や制度における高次の担い手の手段とそのような
「利益集団や利益組織における非高次の担い手」に 2分している。この区分の
基準は大さ守っぱなものに適用できる。これまでは国家の手段が他のあらゆる手
段よりも優れているので 釣合のとれない分類であると思われる。
さらに，クリユーガァは「権限の責任範囲」（Verantwortlichkeit der Re-
ssorts）に依拠して区分している。これをクリユーガァは権限による区分ある
いは管轄による区分（Ressortg liederung）と名づける 052）この行政区分につい
て，例えば，オームは政策手段投入の外面的で形式的なものに基づく区分を認
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めず，政策手段の作用に基づく区分，従って相互依存的な諸問題（効率，評価，
成果）の条件を求めている。この相互依存関係の叙述はオームの図式問で理解
できる。
このようにして，「制度的区分Jをさらに区分できるとしても，この純粋に
形式的な区分は不十分な区分であると思われる。
このほか，経済政策の担い手や経済政策決定者に基づく政策手段の区分には，
オームが示した独立手段（autonomeInstrumente）と従属手段（nichtautono-
me Instrumen te）の区分がある口独立手段は経済政策のその時々の担い手が
管理統制する手段（kon trollierbare Instrumen te）であるのに対して，従属手
段はその担い手が管理統制できない手段（nichtkontrollierbare Instrumente) 
である 054) 
④ 経済政策の目的に基づく政策手段の分類
この政策手段の分類は，ホッフマン（W.G. Hoffmann）が提示した分類
基準，すなわち，「経済政策の目的」（Ziele der W irtschaf tspoli tik）に基づ
くものである。ホッフマンは国家の政策手段を「魔法の三角形」の三つの目的
で区分している。日）
政策手段は様々な政策目的に対する政策手段の区分によっても分類できる。
政策目的あるいは中間目的が同種の手段（むろん副次作用を伴う。）を持つ政
策目的の集合概念として，すなわち，政策手段はその物的な類似性に基づいて
分類するような概念として把握する点に結果的に観念的な逃げ道がある。しか
し，この分類は一義的で一般妥当的なものではない。分類基準には難しい限界
ヵτあるからである。
⑤ 強制範囲に基づく政策手段の分類
この政策手段の分類は，ゼラフイーム，ピュッツ，オーム，クリューガァな
どが提示した分類基準，すなわち，「その時々の必然的な強制範囲」（Ausman
des jeweils notwendigen Zwanges）に基づくものである。この強制範囲の大
小は政策手段が整合するか否か，あるいは調和するか否かによって決まる。56)
政策手段の場合には 経済行為の影響が問題であるから その影響は大抵の場
合特定の圧迫あるいは強制を求めるからである。
最小の強制と結びついた政策手段はより高次の強制度と結びついた政策手段
よりも評判は良いであろう。最小の強制と結びついた政策手段は，政策手段の
経済的作用が同じである場合には どの政策手段を優先させるかという政策手
段の選択が必要で、ある。自由な経済秩序のもとであらゆる決定を有利に下す場
合には，純粋に経済的な議論も必要である。特に，より低次の強制度を伴う政
策手段を投入する場合が議論になっている。
一般に，政策手段の本源的作用が意図した「主要作用Jと同じものである場
合には，様々な直接的手段（direk te Mi t tel)が必要になり，副次作用は意図
しでもしなくても正あるいは負の副次作用を表わしている 057）これに対して，
間接的手段（indirekte Mi t tel)は本源的作用として副次作用あるいは随伴作
用が生じ，その副次作用がともかく意図した「主要作用」に対応するような手
段である 058）タイム・ラグは，副次作用と回り道を通って強制されたものの実
情が覆い隠される場合 間接的手段の最終的に目論まれた作用が現われるので，
タイム・ラグの発現は直接的作用よりも正確に予想できる。
さらに，直接的手段と間接的手段の区分町立不明確であり，これらの手段は
格づけしにくい。
このような強制度に基づく政策手段の分類と同時に，作用様式に基づく政策
手段の分類では，それぞれの政策手段を適用する場合，直接的作用も間接的作
用も具体的に示されている。この点について，ゼラフイームは直接的手段と間
接的手段の区分を「影響を与えるべき経営者との関連に近いものJ( Beziehung-
snahe zu den zu bee in fl ussenden W irtschaf tern）州に対応するものであると
考えている。
強制の分類基準は，対概念である強制的手段（zwingende Instrumente）と
誘導的手段（fohrendeInstrumente）の場合nl）に一段と明白になるものである。
強制的手段の例としては 戒律法律Eの規則 法令，禁止などを挙げること
ができる。誘導的手段の例としては，情報，刺激，道徳的説得などを挙げるこ
とができる。
また，強制的手段と誘導的手段の区分制は市場整合的手段（marktkonforme
Instrumente）と市場非整合的手段（marktinkonforme Instrumente）の区分
と同一視できる 63）が，直接的手段と間接的手段の区分とは同義ではない。ゼラ
フイームやピュッツによれば 強制的手段と誘導的手段は直接的にも間接的に
も作用するが，直接的手段と間接的手段は強制的にも誘導的にも作用する。制
強制的手段と誘導的手段の区分について そのほかの論者は次のように考え
ている。
ハスバッハ（W.Hasbach）は，強制的手段と誘導的手段の例として，勢力
の偵察，鼓舞及び支持，経済の保護規則と維持，個人の意向や好みの制限，国
家による管理ないし国営における機能の掌握などを挙げている 065) 
プレッシャーニ・テュッローニ（C. Bresciani-Turroni）は，それらの手段
の例として，「干渉の二つの基本的に異なる種類」，すなわち，「国家が個人の
行動様式にある特定の意味で影響を与えること」，「狭義の機能を掌握する場合
のある特定の経済行動の執行を引き受けること」“）を挙げている。
プレッシャーニ・テュッローニが提示した相異なる強制度に基づくもう一つ
の区分は，「特定の経済諸量に及ぼす作用の変化（新しい経済諸量の決定は市
場に委ねている。）」と「当局による新しい経済諸量の確定」67）である。
クロムプハルト（W.Kromphart）は経済政策の形式を強制経j斉，経済誘導，
誘導と経済の管理に区別している 068 
シユナイダア（H.K. Schneider）は政策手段を情報手段（Informa tionsinst-
rumente），統制手段（Kontrollinstrumen te），構成手段（Gestaltungsinstrum-
ente）に区分している 069 
キユング、（E.Kung）は市場への影響，市場干渉及び市場規制に区分している。
シラァ（K. Schiller）は財政政策，行動統制や行動への影響などの行動操作，
経済政策のあらゆる施策の様々な手段の合ーと強制という区分を示している白川
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クリユーガァは強制度に基づく経済政策の担い手の行動を情報あるいは道徳
的説得，国家の本来の経済活動協調戒告命令禁止警告に区分してい
る072）最も強大な強制は中央管理経済の場合に可能である。
⑥ 政策手段の適用領域と規範領域の性質に基づく政策手段の分類
この政策手段の分類は，ギールシュが提示した分類基準，すなわち，「政策
手段の適用領域と規範領域の性質による範囲及びその一部」（Umfang und z. 
T. nach der Art des Anwendungs-und Erfassungsbereich）に基づくもので
ある。
ギールシュはさらに空間的視点に基づいて経済政策を国際的，圏内的，地域
的，共同体的なそれぞれの経済政策に区別しているので この区別からそれぞ
れに適用した政策手段 しかも実際に成り立つ政策手段を区分している。この
区分は直接的な「主要作用」と直接的な「近似作用Jだけが関連する。「間接
的作用」は副次効果，「遠隔作用」及び「副次作用Jは空間的に限定されない
からである。
トゥーフトフェルトやシュナイダァ（H.K. schneider）は，「政策手段の規
範領域」という分類基準に基づいて，政策手段を大局的手段（globaleInstru-
mente），部分的手段（partielle Instrumen te），マクロ政策手段（makropoli-
tische Ins trumen te），ミクロ政策手段（mikropoli tische Instrumen te) 75＞，一
般的手段（allgemeineoder generelle Instrumente），特殊的手段（besondere 
oder spezielle Instrumente）祁）に区分している。
「一般的手段はあらゆる経済主体あるいは大多数の経j斉主体に影響を及ぼす
手段で、あるのに対して 特殊的手段は経済部門，経j斉段階 地域的に限られた
経済領域における唯一の経i斉主体だけの経j斉にあるいは関係のない集団だけの
経i斉に影響を及ぼす手段で、ある O」77
これらの対概念は広範に同意語として使われ，組み合わされている。これら
の対概念は，クリユーガァによれば，あらゆる経済主体か特定の集団のみか，
まったく唯一の経済主体のみか，またあらゆる経済領域か特定の選んだ領域の
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みか，その種のあらゆる経済経過か唯一の経済経過が把握できるか否かを目指
す概念である。
ゼラフイームは一般的手段と特殊的手段の区分を「把握すべき経済領域ない
し作用領域に対応する」区分であると名づけている。79）また， トゥーフトフェ
ルトは，一般的手段と特殊的手段を区分する場合には，「作用の幅と強さ」（
Eingrif f sin tensi tat）に基づく区分は問題ではないと述べている 080) 
これらの分類基準が政策手段の判断の基礎となり，従って多くの可能性の中
から政策手段を選択する場合の基礎となるか否かはわからない。
⑦ 政策手段の適用技術作用様式及び効果の尺度に基づく政策手段の分類
この政策手段の分類は，クリユーガァが提示した分類基準，すなわち，「政
策手段の適用技術，作用様式及び効果の尺度J( Merkmale der Anwendungs-
technik, Wirkungsweise und Wirksamkeit）に基づくものである。
その適用の「期限と方法」に基づく政策手段の区分は，本質的には特殊な場
合の合目的性，有用性及び適用可能性に関する諸問題，従って政策手段投入の
選択可能性がある場合の選択問題に答えるために必要で、ある。クリユーガァは
「適用する場合や適用期限の必然的な数の尺度」を分類基準として，政策手段
を大抵の秩序政策の手段のような一回の適用，数回にわたる適用8ヘ短期の適
用及び長期にわたる適用の四つに区分している。通常一つの政策手段だ、けが，
あるいは他の政策手段と結びつけて投入できるか否か，あるいは投入すべきか
否かに従って唯一の政策手段と組み合わせた政策手段を区分できる。唯一の政
策手段は，比較的単純な操作で与件の不変性を維持しようとして引き出した場
合には， 1回限り適用することはできない。このことは多数の同時に考慮すべ
き諸問題があることを意味し，展開を予見できない諸問題があることを意味す
る。多くの政策手段は自動的手段あるいは半自動的手段として構成されている。
そのため，ホッフマン（W.G. Hoffmann）は自動的手段（automatische 
Mittel)，半自動的手段（halbautomatischeMittel）及び
selbsttatige Mittel)に区分している O削
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このような政策手段の区分は政策手段の体系化の研究だけでなく，実践的経
済政策の手段選択の基準となる。そのため その区分は政策手段の作用と効果
の様式を検討するのに役立つている。政策手段の作用の強度，すなわち，非常
に強い，強い，弱いのほか，僅か，十分かに基づく区別が実践的経済政策の効
果的な政策手段で利用されている。この場合は，政策手段の作用の強度が状況
に依存しており，異なる「調和」の場合の変化を考慮することである。
③ 状況及び所与の規範に対する政策手段の関係に基づく政策手段の分類。
この政策手段の分類は，ピユツツ，オーム， トウーフトフェルトなどが提示
した分類基準，すなわち，「状況及び所与の規範に対する政策手段の関係J(das 
Verhaltnis wirtschaftspolitischer Instrumente zu Situation und vorgegebenen 
Normen）に基づくものである。トゥーフトフェルトはこの分類について政策
手段の体系化の判断視点として重要なことではなく，政策手段の分析に属する
ことであると述べている制。
オームはこの分類基準とピュッツに倣って適用可能な手段（anwendbareM-
it tel）と適用不可能な手段（nichtanwendbare Mittel)に区分している 085）こ
の基準は一般的に設定されるので，経済政策のあらゆる秩序形式には適用され
ていない。
適用可能な手段の範囲内で政策手段を階序する場合には，もう一つの分類基
準，すなわち，「政策目的を実現させるための政策手段の目的整合性とその状
況J(die Angemessenhei t der Ma.Bnahmen for die Realisierung des Ziel es 
und die Situation）がある。トゥーフトフェルトはこの分類基準を考慮して
目的整合的手段（Zieladaquate Instrumente）と目的非整合的手段（ Ziel 
inadaquate Instrumente ）に区分し，この区分を目的整合’性（Zielkonformitat)
に関わる区分であると名づける 086) 
政策目的と政策手段の関係のような「合理的経済政策jの図式では，政策手
段の適合性が問題となる。つまり 政策手段を政策目的の実現のためにいかに
して最も適合させるかが問題となる。この問題を目的意識に置いて，ギールシュ
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(H. Giersch）は目的のある手段（gezielteMa.Bnahmen）と目的のない手段（u
ngezielte Ma.Bnahmen），あるいは目的意識的手段（zielbewu.BteMaβnahmen ) 
と目的無意識的手段（zielunbewute Ma.Bnahmen）に区分している問。この目
的意識的手段は合理性の要求に対応し，目的無意識的手段は他の何かを引受け
ることを意味する。
さらに，それとは別の視点からみた政策手段の区分がある。経済政策の担い
手は責任を持って特定の秩序形態あるいは経済政策の様式の合目的的な根拠か
ら決定するが，この場合にはそのあらゆる秩序や様式は撹乱的手段（storende 
Mittel)と破壊的手段（zerst6rendeMittel)に対応する 088）この区分は「整
合性と不整合性」（Konformi tat und Inkonformi tat）を分類基準とするもの
である口この整合性とは オームによれば，政策手段の「無矛盾性J及び「内
的統一性」刷，さらにトウーフトフェルトによれば，「政策手段と指導像や経
済政策の究極的に世界観に基づいた基本概念との関係」刷を表わす概念である
と言える。
⑨ 整合性に基づく政策手段の分類
この政策手段の分類は，レプケ，ギールシュ，ダーレンドルフ，タールハイ
ム， トゥーフトフェルト，オーム，シュタッケルベルク，クリユーガァなど提
示した分類基準，すなわち，様々な「整合性」（Konformi tat）に基づいたもの
である。
整合性とは一つの関連概念である。整合性は比較対象の物的事情に関連して
政策手段に付与するものであって 政策手段固有のものではない。政策手段の
整合性に該当する表現をするためには，具体的な実際の規範あるいは前もって
与えられた規範が必要で、あり これから政策手段の内的一致つまり適合か不適
合かが必要で、ある。
政策手段の整合性と非整合性は様々な概念の内容と程度から成り立っている。
政策手段を確認するために 経済政策の特定の想定した体系あるいは現実の体
系に関連させる場合には，市場経済では市場整合的手段の説明が必要である。
レプケ（W.Lopke）は市場整合性の概念を規定して，政策手段を「価格メ
カニズムとの一致あるいは不一致」に基づいて市場整合的作用（marktkonforme
Eingriffe）あるいは市場適合的作用（marktgerechte Eingriffe）と市場非整合
的作用（marktinformeEingriffe）あるいは市場違反的作用（marktwidrige 
Eingriffe）に区分している 091) つまり，政策手段が市場メカニズムと一致する
とき，市場整合的手段（市場正統的手段）であり，一致しないとき，市場非整
合的手段（市場違反的手段）であると区分している。「市場整合的手段とは，
市場に基づく経済法制に従っているあらゆる政策手段のことである。すなわち，
価格メカニズムとこれに基づいて作用する自動メカニズムは中止せず，その新
しい予与として組み込まれ，それによって適応するものである。」92)
これに反して，市場非整合的手段は「価格メカニズ、ムを萎縮させ，計画経済
的な秩序（例。価格統制，財の公有 生産量の割当てなど）を決定させるもの
である。J93)
政策手段の市場整合性は特に「新自由主義」で促進されているものである。
この新自由主義とは 自由市場体系においてのみ最大の経済的成果を目標とし
て経済的自由の不可欠の前提条件を保証するという考え方である則。「この自
由市場は積極的な政策手段で機能的に作用するであろうし 市場経済において
も常に規則的，修正的，競争撹乱が中立的作用であって，市場違反的でない作
用を前提としなければならないであろう。J95）レプケはその市場整合的手段を
一般的な流通条件を制約する様々な流通規定と比較している。
レプケの区分は二つだけの整合性の程度から成り立つが，この区分について
もギールシュは新たな区分か否かに疑問を持ち，そのいわば発見的価値を否認
する。鉛）その後，ダーレンドルフ（E.-M. Dahrendorf）は市場整合的手段と
市場非整合的手段の概念を発展させている097) 
トゥーフトフェルトは秩序整合性と秩序非整合性の区分という立場で本来の
秩序整合性（Ordnungskonformitat），過程整合性（Proze.Bkonformi tat），過
程非整合性（Frozeβinkonformitat）に区分している。鉛）この場合の秩序整合性
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と秩序非整合性の区分は市場秩序のみならず，あらゆる経済秩序9
るO 経済秩序がオイケンの意味の純粋で理念的な経済体系と合致する場合には，
例えば，オームは体系整合的手段（systemkonforme Instrumen te）と体系非
整合性的手段（systeminkonf or me Instrumen te）に区分している。l刷オームはま
た秩序整合性（Ordnungskonformi tat）と体系整合性（Systemkonformitat）を
区分するが，「秩序」と「体系」の概念形成をオイケンの概念形成に倣ってい
る。101)
シユタッケルベルク（H.v. Stackelberg）は体系適合的手段（systemgerech-
te Instrumen te）と体系違反的手段（systemwidrigeInstrumente）に区分して
いる。102
他の論者の見解は，構想適合的手段（konzeptionsgema0e Mi t tel）と構想、
不適合的手段（nichtkonzeptionsgema0e Mittel)，あるいは法制整合的手段
( verfassungskonforme Mittel)と法制非整合的手段（verfassungsinkonforme 
Mittel ）に区分している。103）この区分はさらに国家の規範あるいはその枠内
で経済法制に関連している。このことは政策手段の法的整合性（Gesetzeskonformi tat) 
の問題として浮き彫りになることである。附
秩序整合性の基準に基づく政策手段の区分には，秩序整合的手段と秩序非整
合的手段の区分がある。このほか クリユーガァは秩序適合的手段
( ordnungsgerechte Mittel）と秩序違反的手段ないし秩序反対的手段
( ordn ungswidrige bzw. -kon tr are Mi t tel)，秩序適合的手段（ordnungsadaqu-
ate Mittel)と秩序不適合的手段（ordnungsinadaquate Mittel)に区分してい
る。l附
次に，整合的手段は特定の条件下では非整合的手段となり，非整合的手段は
特定の条件下では整合的手段となる。この点について，タールハイム（K.C. 
Tahlheim）は「整合性の程度J( Konformi ta tsgraden）を分類基準にして，
政策手段を体系必然的手段（systemnotwendige Maβnahmen），体系促進的
手段（system£ordernde Ma0nahmen），体系適合的手段（systemadaquate 
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Ma.Bnahmen），体系中立的手段（systemneu tr ale Ma.Bnahmen），体系不適合
的手段（systeminadaquateMa.Bnahmen），体系改悪的手段（systemverschle-
chternde Ma.Bnahmen）及び、体系破壊的手段（systemzerstarendeMaβnahmen) 
に7区分している。107)
オームは政策手段を整合的手段（konforme Instrumente），中立的手段
(neutrale Instrumente）及び
分しているが，後に夕一ルハイムに倣つて体系必然的手段，体系改善的手段
(system verbessernde Mi ttel），体系中立的手段，体系改悪的手段及び体系破
壊的手段に5区分している。附この5区分はトゥーフトフェルトも行ってい
る。l削
この5区分は政策手段の作用分析上現実にかなり近い分類として長所がある。
しかし，経済政策は一般的な体系の決定も特殊な合目的的な問題の決定も行う
ものである。体系促進的手段あるいは体系適合的手段は実用的に用いられてい
ない場合が多い。そのため，政策手段の作用分析では，政策手段の要素の確認
は秩序あるいは体系の重要性を検討するのと同様に重要である。この二重の側
面は，オイケンが秩序政策の「原則」とその歴史的「動機」の適用を明確に区
別することを取り上げたものである。
政策手段選択の決定前の状態をより良く分析すればするほど，ありのままの
体系を抑制できず，誤った手段は投入しなくなる。例えば，ミクロ経済の過程
政策手段が買手市場，売手市場，その均衡市場で使われるか否かについては決
定的な意味がある。同様に，マクロ経済（国民経済）の過程政策の場合には，
どのような雇用度（過少雇用，完全雇用，過剰雇用）が，またどのような国際
収支の状況（黒字 赤字，均衡）がマクロ経済に存在するのか。このことが問
題となるD 政策手段の状況と機能条件が異なれば異なるほど，政策手段の投入
方向も異なってくる。
その機能条件を検討するためには，幅広い見方が必要になる。状況分析，政
策手段の投入経費，経済主体の反応，政策的社会学的副次作用などの幅広い見
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方が必要になる。l川政策手段の選択と投入を判断する際には，政策手段の作
用や4効果だけでなく 反作用を考慮することによって，「合理的経済政策」
あるいはティンベルヘンの意味の「経験的政策」が可能になる。
経済過程に現われる反作用は不完全であるから，整合的手段も非整合的手段
も存在していない。ただし 経済過程の必然的な撹乱が発現する場合を除いた
場合である。あらゆる秩序を拡大した整合性概念を適用しても，整合性の程度
をいくつかに区分しても 政策手段の判断基準として形式的な整合性あるいは
形式的な非整合性よりも「実質的な整合性」あるいは「仮想的な整合性Jを選
ぶことこそ肝要である。
⑩ 物的領域に基づく政策手段の分類
この政策手段の分類は， トゥーフトフェルトなどが提示した分類基準，すな
わち，「物的領域」（Sach bereich）に基づくものである 0Ill）この分類基準の場合
には政策手段を本源的に設定する経済循環あるいはメーラァが示した「与件の
花輪J（本節3' (7）参照）における論理的な場が必要である。この分類には
政策手段を何よりもまず秩序政策手段と経過政策手段に 2区分する場合の政策
手段が入る。本質的に同様な意味で，量的政策手段と質的政策手段，枠組み政
策手段と経過政策手段，枠組み秩序手段と内容秩序手段，秩序構成手段と過程
構成手段，構造政策手段と過程構成手段の対概念が用いられている。112）これら
の対概念の2区分はそれらの政策手段間の関係において提議されている。秩序
政策手段は経済秩序の構成に役立つあらゆる政策手段を表わしている。これに
対して，経過政策手段には経済経過に適合するありとあらゆる手段が含まれて
いる 113'0 
ところが， トゥーフトフェルトは秩序政策手段（ordnungspolitische Instr-
umente），構造政策手段（strukturpoli tische Instrumen te）及び経過政策手
段（ablaufspoli tische Instrumente）の3区分l川の方が実際的であると考え，
「経済秩序と具体的な国民経済において個別経済計画の調整とそれに伴うあり
とあらゆる構造と経過を相互に把握できる規範のすべてを理解できる場合にも
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実際的である」1附と考える。
その3区分はすでにハインリッヒ（W.Heinrich)11ペハルトーク（F.Hart-
og），ゼラフイーム（H.-J. Seraphim），デユツル（E.Durr），デェルゲ（F.
-W. D凸rge），シラァ（K. Shiller）などが政策手段の様々な変種を提示して
いる区分である。
ハルトークは形式的政策手段 Onstrumenteder formellen Politik），構造
的政策手段（Instrumente der strukturellen Politik）及び量的政策手段
Onstrumente der quantitativen Politik）に区分している。117)
ゼラフイームは質的領域の形態の多様性を考慮するために，政策手段を秩序
政策手段（ordnungspolitische Instrumente），基礎政策手段（grundlagen-
poli tische Instrumen te）及び過程政策手段（prozeβpolitische Instrumente) 
の3区分を提示している。川
デユツルは構造政策手段（strukturpolitische Instrumente），過程政策
手段（proze0poli tische Instrumen te）に 2区分しているほかlペ秩序政策手
段と経過政策手段の2区分も提示している。
デェルゲは「三つの核領域J，つまり，三つの政策手段として秩序政策手段
( ordnungspolitische Instrumente），構造政策手段（strukturpoli tische Instr-
umente）及び循環政策手段（konjunkturpolitischeInstrumente）に 3区分し，
循環政策手段は経済経過を策定するための期限付き手段を伴っていると記述し
ている。 120)
このような区分に関連してメーラァは政策手段をいわば「予件の花輪」で分
類している。しかも，メーラァは経済法制政策手段 (Instrumenteder Wirt-
schaf tsverfassungspoli tik），構造政策手段（strukturpolitische Instrumen-
te）及び経過政策手段ないし過程政策手段（ablauf s-bzw. proze0poli tische 
Instrumente）に 3区分し，それらの部分領域を枠組み政策手段（rahmenpoli-
tische Instrumente）と名づけている。山
いずれにしても，大きな部分領域の政策手段には構造政策手段と循環政策手
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段，ミクロ政策手段とマクロ政策手段，枠組み政策手段とマクロ政策手段，生
産政策手段と分配政策手段などの対概念の内容を持つ諸手段がある。凶
⑪ 評価の範囲に基づく政策手段の分類
この政策手段の分類は， トゥーフトフェルトなどが提示した分類基準，すな
わち，「評価の範囲」（Ansa tzbereich）に基づくものである。
「評価の範囲jでも トウーフトフェルト，シラァ，ピュッツはミクロ政策
手段（mikropoli tische Instrumen te）とマクロ政策手段（makropoli tische 
Instrumente）に区分している。附さらに ミクロ政策手段 メゾ政策手段及
びマクロ政策手段の3区分は実際的である。メゾ政策手段（mesopoli tische 
Instrumente）はベータース（H.-R. Peters) ピュッツなどが提示したもの
である。124)
これらの分類は相互に組み合わせることができる。この組合せはカンツェン
バッハ（E.Kantzenbach) ベータースが提示している。附
「評価の範囲」に基づくもう一つの分類がある。マインホルト（W.Meinhold) 
やピュッツが区分した間接的政策手段（Instrumenteder indirekten Politik) 
と直接的政策手段 Onstrumenteder direkten Politik）による区分である 0126) 
ある特定の状態で政策的に意図した特定の状態を変化させるためには，直接
この状態の変化に作用する政策手段を捉えるべきである。しかし，特定の状態
が現われる予想を設定することができる。このことは間接的政策手段になるで
あろう。
⑫ 政策手段投入の作用の強度と幅に基づく政策手段の分類
この政策手段の分類は，分類基準，すなわち，「政策手段投入の効果ないし
強度」（Intensitat) つまり 政策手段に伴って作用すべき幅と深さの異な
る整合度に基づくものである。この効果とは マインホルトによれば，「政策
手段のアプローチ及び作用の幅と深さ」のことである。代表的な文献では「効
果Jによる分類がなされている場合が多い。
マインホルトは政策手段を大局的手段（globaleMa0nahmen）あるいは大局
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的干渉（globaleInterventionen）と部分的手段（partielle MaBnahmen）ある
いは部分的干渉（partielleInterventionen）に 3区分している 0127) 
この記述と同じ頁においてこれらの政策手段の区分は一般に秩序政策の背景
を考慮することによって区分できることをマインホルトは指摘している。
ピュッツは政策手段を誘導的手段（fiihrende Instrumente）と強制的手段
( zwingende Instrumen te）に区分し，他方では政策手段を勧誘（Zureden），激
励（Anreiz）及び強制（Zwang）の各手段に区分している 0128)
シラァは政策手段を指示的手段（indika ti ve MaBnahme）と命令的手段（1
mpe-rative MaBnahme）に区分し，また市場に影響を及ぼす手段（marktb-eei 
nfl ussunge MaBnahme），市場干渉手段（marktinterventioneMaβnahme）及
び市場規制手段（marktregulierunge MaBnahme）に 3区分している。附
ダール（R.A. Dahl）とリンドブローム（C. E. Lindblom），ギールシュ
(H. Giersch），シュトライト（M.Streit）は行動指向的な分類を提示してい
る。 1制
オーム（H.Ohm）は，経済政策の担い手の間の政策手段投入の処分力ない
し実際の管轄に関する「効果Jに基づいて，独立的手段（autonomeInstrume-
nte）と従属的手段（nichtautonome Instrumente）に区分している0131) 
独立的手段は経済政策の担い手や経済政策決定者が本来の管轄権の権能や管
理権を投入するものである。これに対して 従属的手段はある経済政策の担い
手ゃある経済政策決定者が他の 1人のあるいは多数の経済政策の担い手や経済
政策決定者と一致するとき（例。日銀と大蔵省が公定歩合水準を事前に変更す
るとき）に限り実践されるものである。
⑬ 政策目的の方向に基づく政策手段の分類
この政策手段の分類は， トゥーフトフェルトが提示した分類基準，すなわち，
「政策目的の方向」（Zielrich tung）に基づくものである。捌この分類基準は政
策手段が経済過程の方向と成果にどのように作用するか あるいは作用すべき
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であるかという問題に応えるための基準であり，第2の分類基準，すなわち，
「政策手段の投入箇所」に基づくものと類似している。この分類に入るのはレ
プケ（W.Ropke），キュング（E.Kung），イエール（W.A. Johr）などが
提示した政策手段の分類である。
レプケは政策手段を反応干渉手段 (Instrumenteder Anpassungsinterventi-
onen）と保存干渉手段 (Instrumenteder Erhaltungsinterventionen）に 2区
分している。四）
キュング，イエールの区分は第2の政策手段の分類の（ii）で説明したとお
りである。
この分類基準⑬であるオイケンの意味のあらゆる秩序政策的決定を考えるも
のであり，最終的には世界観に基づいた基本概念であるが，分類基準⑫は特定
の状況条件を伴う作用が問題となる基本概念である。
以上のような政策手段の分類基準とそれに基づく分類からみても，どのよう
な分類を常に活用し，どのような政策手段の目録（政策手段群）を常に作るか
は明言できないことである。それぞれの分類基準は定義的ないし概念的には一
義的である。他の分類基準を一つの方向だけでみであるいは同時にあるいは必
然的にみて無視することはできない。経済政策の多様な複合性を勘案すべきで
あるから，いくつかの分類基準を比較しながら組み合わせて分類していく必要
がある。この意味のことをトゥーフトフェルトは次のように述べている。「あ
らゆる政策手段を体系的に把握するためには，出発点として物的領域の分類だ
けが問題となる（大ざっぱな分類。 Grobgliederung）。その出発点が確定すれ
ば，その時々の状況であり得る政策手段を作用の幅や深さ（Eingrif f sin tensi tat 
）について分類できる（細かな分類。 Fel.ngliederung）。このようにして，い
くつかの分類を組み合わせることができるであろう。」削この組合せによれば，
分類基準⑫と⑬は政策手段の包括的な体系の際には問題とならない。
問題となるのは政策手段の判断に対してのみ意義があるという視点である。
その限りでは，政策手段体系化とその作用分析は結びついている。
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これまで、の政策手段の分類は論理的基準に従って可能なことである。そうで
なければ，経済政策の決定形態の多様性を階序することは殆どできないからで
ある。
2) 主な政策手段の詳説
既述のように，秩序政策手段は次々とある特定の内容で展開されている。こ
の政策手段に関連する経済法制は秩序政策的に有効で正当な組織的規範（法律
など）を伴う場合が多い。経済法制は経済経過の枠組みを確定する。経済経過
の枠組み条件には直接的な経済法制政策手段ないしこの政策の規定は含まれな
いが，他の方法の経済的干渉などの自然的様式や制度的様式の構造的諸要素は
含まれている。そのため， トゥーフトフェルトはその意味で解釈した秩序政策
手段に関する枠組み政策手段（rahmenpolitischeInstrumente）を拡大し，他
方で質的政策手段 (Instrumenteder qualitativen Politik）あるいは構造政
策手段（strukturpoli tische Instrumente）を秩秩序政策手段と経過政策手段
に2区分している。135)
① 枠組み政策手段
枠組み政策手段は経過政策手段に必要な条件を確定するものである。この枠
組み政策手段には，広義では経済政策決定過程において必然、的な国家秩序や社
会秩序の基本的な法律，経済政策の意思形成形態，経済政策の担い手の秩序，
一般的な経済様式，経済主体の自由な構成の保証あるいは制約も含まれている。
この基本的な経済法制政策それ自体の枠組み条件には，経済政策の担い手で明
らかにしてきた諸条件も含まれている。
(i）経済法制政策手段
経済政策の担い手が行政担当者である場合，経済法制政策手段には，一般的
な場合には経済全体の「法的枠組み政策手段」が含まれており，特殊な場合に
は経済の部分領域のあらゆる制度やあらゆる政策手段が含まれている。この法
的枠組みそれ自体は一つの規範体系である。この規範体系には経済法の個別領
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域の主要原則，何よりもまず国家の秩序における経済の位置づけを示す決定的
に重要な原則が含まれている。また その規範体系には経済的・社会的協調過
程の様式と形態に関する基本的決定に適用きれない原則も含まれている。136）こ
の点はオイケンが経済法制を「公共団体の経済生活の秩序に関する総体的決定
」137）と名づけていることにも表わされている。
どのような経済主体の行動を，また経済的・社会的諸制度のどのような構築
と機能を根本的にかつ永遠に規定すべきか 従って経済構成の基礎を経済法制
にどのように確定し どのように変更すれば良いのであろうか。それを可能に
する経済法制及びその政策手段を一つ一つ詳細に検討する必要がある。そのよ
うな経済法制政策手段の例として，特定の分野の許認可，営業の自由，許認可
制度など），許認可ずみの市場行動の特定の型の確定（競争の規制），保護すべ
き市場機会の様式の制定（独占禁止法，特許法，知的所有権など），支払手段
の単位や価値単位の決定などを挙げることができる。このような内容の基本価
値は経済法制政策手段となる経済法などの内容である。
経済法制政策手段の概念が法律と結びついた決定の意味で基本規範の手段も
含めてどれだけ広範に把握できるのであろうか。このような限界問題があるの
は自明の理である。つまり，広義では経済法制政策手段を形成する基本決定と
基本規範となる法律と並んで，経済法制政策手段のためにあらゆる経済生活に
関連した法的強制力に基づく法秩序において，また単純な管理行動に含まれた
一般的規範の手段を挙げることができる。この点について，ピュッツは政策手
段を（ア）生産手段の自由な扱い方，（イ）貨幣創出や信用創造，（ウ）価値形
成と賃金形成，（エ）労働者保護制度，社会保障，利害代表者などのための秩
序に区分している。138)
基本的規範は法的に確定した経済構成の基礎の創出と変更を行うための規範
であるが，物的に関連した概念，すなわち，生産，労働，所有，市場，流通，
財政，通貨，金融などの規範や規則などで結びつけられている。この点はフー
バァ（E.R. Huber）やオイケン（W.Eucken）の区別でわかる。悶）フーパァは
自然的な基本秩序（gewachsene Grundordnung）と慎重で手堅い基本秩序（ges
etzte Grundordnung）に区別している。この意味で，オイケンも自然的な経済
法制（gew achsene W irtschaf tsverf as sung）と慎重で手堅い経済法制（gesetz 
te Wirtschaftsverfassung）を区別し，後者の経済法制の例として現代の国家
における経済生活の基本秩序を慎重に手堅く形成している。
(i) 構造政策手段
経済構造，すなわち，経済分野の構造や国家の経済構造全体にはあらゆる基
本要素の階序とその結びつきがある。このあらゆる基本要素の階序の基底を成
す要素は人口であり，あらゆる基本要素の結びつきは最も広義に把握すべきイ
ンフラストラクチヤーを含めた経済空間で表わされている。
経済構造は多数の経済的に重要な部分構造から成り立っている。この部分構
造は個々の部分構造の構成要因に基づいて人口構造，さらに経済空間も形成す
る産業構造，生産構造，流通構造，市場構造，交通構造などのように多様な構
造形態で区別されており 主として政策的視点のもとで組織集団ないし結合の
勢力構造でも区別されている。
このような個々の経済空間や経済分野は長期的にその質的・量的関係に影響
を与えるので，構造政策手段が問題となる。例えば，経済成長の長期的に有効
な前提を設けるためには，構造政策手段の概念には最も広義に把握すべきイン
フラストラクチャーを含めた構造的諸要素を含めるべきである。さらに，構造
政策手段の概念には特殊な概念として経済成長過程の諸条件の変更に旧来の構
造の反応を明白にすること その諸条件の変更に公共の利益がどのように反応
するかを示すこと，経済的な保護干渉もあることなども含めることができる。
その反応や保護干渉主義に構造政策で問題となる手段を修正する必要があるこ
とも表わしている。経済成長による経済部門聞の不均衡を緩和し，除去するた
めに，構造の発展を新しい構造の構築という意味で積極的な政策として影響を
及ぼしていくことが構造政策の目的となる。川）
構造政策手段の中でも経済成長政策手段には長期的性格がある。制度的要因，
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その他の構造的要因へ及ぼす影響によっても，中・長期的に間接的に経済成長
過程へ影響を及ぼしていく場合がある。川この場合には経済成長政策手段は構
造政策手段の本質的な部分を表わしている。
② 経過政策手段
経過政策手段には特定の枠組みの中で経過それ自体に向けたあらゆる手段が
含まれている。それとともに 経済現象の経過と変化を通じて解決しようとす
る手段，その状況に即して考慮するありとあらゆる手段が含まれている。この
ことはクリューガァ（R. Kruger）が政策手段の出発点を経済過程の経過（時
間的連続としての経済過程）と経済循環（個々の部門の経済過程）の政策手段
に区分していることに該当する。142)
市場過程における作用が短・中期的に有効な政策は価格と数量の量的関係の
変更を行おうとする政策である。この場合の手段はピュッツが提示している。
ピュッツは経過政策の間接的手段に金融・財政政策手段を含め，経過政策の直
接的手段に価格と生産量の関係に関する諸手段を含めている。附さらに，ピュツ
ツは個々の経済の意思決定に影響を与える心理的手段を経過政策の誘導的手段
( fiihrende Instrumente der Ablaufspolitik）と名づけている。削
市場過程における作用が短・中期的に有効な政策手段はまた，マクロ関係と
ミクロ関係を変更させることができるものである。この点について， トゥーフ
トフェルトは経過政策をミクロ手段とマクロ手段に区分し，特にミクロ経過政
策は個別経済的な諸手段に細分し，マクロ経過政策はマクロ経済的な諸手段に
細分している（図4-2参照）。附シラァはマクロ政策手段で経済全体を策定
していく手段となる大局的手段（globaleInstrumente）を考え，マクロ経過に
おける個々の政策手段を策定する場合の策定化の原則について言及している。附
以上のような経済法制政策，構造政策及び経過政策の各手段は経済的・社会
的諸現象に及ぼす効果や作用の強度と幅に影響を及ぼしていくものである。こ
の影響については問題点がある。例えば，「経済法制政策」が確定した場合に
は，「構造政策」の自然的・制度的枠組み条件を市場過程においてどのような
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様式，集中度，方向，効果及び作用の強度と幅で把握できるのか，また既述の
構造的諸要素が「経過政策」にどのような限界を画するのかなど，いくつかの
根本的な問題点が生じてくるからである。
③ 体系整合的手段ないし体系適合的手段
体系整合的手段（systemkonforme Instrumente）ないし体系適合的手段（s
ystemadaquate Instrumente）は市場経済では市場の自己管理をするものであ
る。この手段の誘導メカニズムにおける作用は競合のない作用であり，体系必
然的手段（systemnotwendigeInstrumente）と体系促進的手段（systemfodernde 
Instrumente）の作用に区分されている D
(i) 体系必然的手段
体系必然的手段は経済秩序の基本原則を貫徹し，保証すべきものであり，あ
る特定の調整体系（例。市場メカニズム）の始動と機能を絶対に要求するよう
な手段を具体的に決めるものである 0147）それはその時々の経済法制，例えば，
オイケンの市場経済における競争秩序の構成原則（diekonsti tuierenden Pr-
izipien der Wettbewerbsordnung）附 の枠内で機能する秩序を援用して，国
家の経済法制政策の本質的な手段に内在するものである。そのため，その機能
的な秩序の創出と維持が経済政策の根本的な課題となる D附
(i) 体系促進的手段
体系促進的手段は選んだ経済秩序の特殊な作用様式を改善し，容易にするも
のであり，撹乱の防止，障害の除去，誘導メカニズムの機能規定を消極的なが
ら決めるものである。150）このことはイエールが指摘した市場メカニズムの補完
に関連することである。151）この手段には，調整メカニズムを機能的に維持する
ために，オイケンの意味の経済秩序の規制原則（dieregulierenden Prinzipien 
）附で顧慮されている量的政策手段と質的政策手段が含まれている。
④ 体系非整合的手段
体系非整合的手段（systeminkonf orme Instrumen te）は市場経済の誘導メ
カニズ、ムの機能力を考察するものである。附この手段は政策手段の競合状況に
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関する固有の問題に体系改悪的作用 あるいは体系破壊的作用を及ぼすもので
ある。そのため，この手段は経済経過のある特定の独立変数あるいは成果を間
接的に設定し，市場に不均衡をもたらせるであろう。
(i) 体系改悪的手段
体系改悪的手段（systemverschlechternde Instrumen te）は，その機能力を
持たず，市場経済の誘導メカニズムに向けて作用するものである。刷この作用
を質的政策手段投入の場合でみれば，この投入は経済秩序と市場秩序を変える
手段，その変更の意味で作用する量的政策手段を通常徐々に経済の自己管理に
固有の発展過程をもたらせるものである。この投入は経済の生産性を低減させ
る傾向がある。そのため，経済的理由，社会的理由及び政治的理由から経済分
野をどのように維持するのかという「干渉」が考えられる。しかし，このよう
な干渉は市場法則に反する。むろん体系改悪的効果はその時々の構造的所与性，
副次効果の集中度 該当する政策手段の投入期間 経済主体の行動様式によっ
て異なってくる。附
(i) 体系破壊的手段
体系破壊的手段（systemzerstorende Instrumen te）はもっぱら市場経済の誘
導メカニズ、ムの機能力を部分的にあるいは全体的に考察するものである。附こ
の意味で，質的政策手段（例。市場秩序）の作用と量的政策手段（例。物価凍
結）の作用は誘導体系の構成原則に向け，経済経過の規制原則を抑制えるもの
である。
質的政策手段と量的政策手段は経済の安定化に作用するが，特定の事情のも
とでは市場メカニズムを麻庫させるので，これらの手段は所与の経済秩序の基
盤の機能力に作用する。また，それらの手段は競争の誘導力を刺激する作用を
高め，多大の誘導的作用に関連している。
この（i）と（i）の手段を含めた経済経過における体系不適合的手段では，そ
の不適合の要素はどの程度吸収されるのであろうか。この点は問題である。こ
の問題は， トゥーフトフェルトやキュングによれば，経済政策体系全体の弾力
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性問の程度に依存するので，究極的には該当する政策手段の適合性の概念に基
づいて整合性の基準を適用する場合には 判断基準が問題となる。
（未完）
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